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図表１

日本の経済成長率の長期推移
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図表２

米 国 ユ ロエリア 英 国

グローバルなバブル崩壊以降の実質GDPの推移：日本との比較
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図表３

米 国 ユ ロエリア 英 国

金融危機以降の実質GDPの推移：日本との比較
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図表４

米 国 スペイン 英 国

グローバルなバブル崩壊以降の不動産価格の推移：日本との比較
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図表５

グ バ なバブ 崩壊 降 期金 推移 本 較

米 国 ドイツ 英 国

グローバルなバブル崩壊以降の長期金利の推移：日本との比較
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図表６

グロ バルなバブル崩壊以降の銀行貸出の推移 日本との比較
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図表７

日本銀行は 1990年代後半以降 他の中央銀行に先行して様々な非伝統的政策を採用日本銀行は、1990年代後半以降、他の中央銀行に先行して様々な非伝統的政策を採用。
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図表８

日本発のグロ バル金融危機は発生しなかった

日本の金融危機後の実質ＧＤＰ リーマンショック後の実質ＧＤＰ
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図表９

バブル崩壊から金融危機までの時間的長さ
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図表10

日本の高度成長：中国との比較日本の高度成長：中国との比較
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日本では 欧米と比較すると 金融システム 金融市場の安定が目立っている

図表11

短期金融市場の緊張度 社債の信用スプレッド 金融機関の貸出運営スタンス

日本では、欧米と比較すると、金融システム、金融市場の安定が目立っている。
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図表12

グロ バルなバブル崩壊後の失業率の推移 日本との比較
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図表13

急速な高齢化の影響
実質GDP成長率は日本が最も低いが 生産年齢人口 人当たり実質ＧＤＰ成長率は
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図表14

日本は急激な高齢化に直面している。本は急激な高齢化 直面し る。
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図表15

増 率人口増加率
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図表16

人口増加率（続き）
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図表17

日本は2000年初頭以降、バブル崩壊後のデレバレッジの影響から徐々に脱していった。

（DI＜「過剰」－「不足」＞ ％ポイント）

設備ＤＩ（注２） 債務/名目ＧＤＰ比率（注１）

日本は2000年初頭以降、バブル崩壊後のデレバレッジの影響から徐々に脱していった。
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図表18

2002年以降の日本の景気回復は 海外経済の高成長が後押しとなった
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2002年以降の日本の景気回復は、海外経済の高成長が後押しとなった。
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